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給 与 所 得 税 の 累 進 度
(そ の2)
一 税 率 表 改 訂 の 減 税 効 果 一
早 見 弘
1所 得税 の減税措置について
戦後におけるわが国 の 所得税は,昭 和25年3月,シ ャウプ勧告に もとつ
いた制度の改正 とそれに ともな う減税をおこなっていらい,毎 年のように減
税がお こなわれ今 日にいた ってい る。ここでい う減税 とは,い わゆる税法上
の減税であって,所 得税法に規定されている所得控除額の引き上げ と課税所
得階層別税率表の改訂が主な措置であった。慣行 ともな りつつある所得税の
減税が,ど のような理由に よるものであるかを知 るために,い ま税制調査会
の答申 『今後におけ るわが国の社会,経 済の進展 に 即応す る基本的な租税
制度のあ り方についての答申及びその審議の内容 と経過の説明』(昭和39年
12月。 以下 『長期答申』 と略す。)に述べ られた見解を紹介しよう。
「1.わが国の所得税は,主 要諸外国との比較,納 税人員の増加,最 近にお
ける生計費の動向などを検討 した結果,な お相当重い と認め られ る。
2.そ の うえ所得税負担の国民所得弾力性はきわめて高 く,も し所得税の
軽減をはか らなければ,飛 躍的な税の加重を招 く。
3.所 得税の減税にあたっては,わ が国における生活水準の上昇 と見合っ
た負担の軽減 と合理化を第一に考えるべ きであって,消 費者物価の上昇に よ
(1)
る実質的な負担の増加を調整す ることだけを目標 とすべきではない。」
(1)答 申 本 文,pp.8-9.
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この よ うな所 得税 負担 の現状,そ の感応度の高 さの認定 な らびに減税措置
の基本 的原則にそ って,毎 年 負担 の現況を分析 しなお して減税案 を総理大臣
に答 申 してきてい る。
所 得税 負担額は,周 知の よ うに,基 本 的にはつ ぎの よ うな仕組みに よって
計算 され ている。い ま年 間の総収入額をy,そ の必要経費をC,人 的控除そ
の他 の政策 的所得控 除をE,課 税所得をy,,法定税率を 彦・,所得税額をTと
す る と,
y,一・y-C-E
T・・tsyt
T=・ts(Y-c-E).
ここでTを よ り小 とす るためには,政 策的 に 操作 で きるy・ を よ り小 さ
く,こ のためにCお よびEを 大 き くす るか,こ れ とともにtsを 小 さ くす
るか を考 える とよい。 したが って,減 税を実施す るためには,(1)必 要経費
是認の寛大化 と所得控除 の引 き上げ,(2)法 定税率 の引 き下げ,(3)(1)と(2)
の組 合せ,こ の三つ の方式があ る。(1)の措置に よると租税関数は引 き上げ ら
れた額 だけ シフ トし,総 収入yを 同一 とす ると平均税率t(・-T/Y)は低下
す る。(2)の措置は租税 関数が異 なったfamilyに変わ ることに なるが,平 均
税率tは 同 じyに ついて 低下す る。(3)の措置は以上二つ の移行 を 同時に
お こな うことに な り,≠ はやは り低下す る。 これ までお こなわれ てきた減税
は,回 数 としては(1)の措置が もっとも多 く,② だけ の措置は地方税 におけ る
住 民税 の税率につ いて数年 に一 回の程 度でお こなわれ てきた。(3)について も
数年 に一回の程度で あった。
租 税政策の観 点か らみ る と,必 要経費の認否 に関す る理 由 と人的控 除な ど
の設定 理 由は,そ れ ぞれ異な った根拠に よって説 明 され てい る。い まそれ ら
の合成 として課税最低限 とい う用語 を用 い ると,課 税最低限のあ り方 と法定
税率 彦・のあ り方 とは,ま た異 なった 理 由に もとつ く。 課税最低限を高 くす
る と,一 国全体 の租税 体系か らみた 負担 の公平の必要上,低 所得者にたいす
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る間接税 を設 け る根拠が強 まって くる。 したが って所 得税 だけで はな しに,
国税 ・地 方税 を総合 した租税 体系 が どの よ うな負担 の分布を もた らしてい る
かに よって,個 々の税 目の調整 が 必要にな る。 ところで,昭 和41年 度の所
得税改正においては,課 税最低 限の引 き上げだけではな く,法 定税率 の改正
もお こなわれた。 ここにい う法定税率 彦・とは,い うまで もな く課税所得階
層別(bracket)税率(rate)であ って,そ の階層区分 と税率 の二 つか らな って
い る。41年度 までは37年 度に改正 され た税率表(基 本的には32年 度改正に
よる税率表の部分的修正で あった。)が適用 され てきたのであ ったが,41年
度の改正 にあた っては最低税率 の引上げ とともに,ブ ラケ ッ トの幅を広げた
のであ る。 い ま税率改正の理 由を,再 び税制 調査会 の 『長期 答 申」 か ら紹 介
してみ よ う。
「1.税 率の累進 度について 『長期 答申』 は,ま ず 昭和39年 度 におけ
る所 得分布の状況,な らびに当時 のブラケ ッ ト・レー トの もとにおけ る納税
人員の構成 を調べ てい る。 ここに第1表 と して掲げたのがそれ であ る。 これ
に よるとわが 国の所得税納税者 は,課 税所得120万円以下が96.7%をしめ,
ブ ラケ ッ ト15段階 の うち 低位5段 階 までが もっ とも 適用 され るケースが多
い。 この中堅所得層が税収 の45.8%を しめ,残 りの3.3%の 納税者が税収
の過 半を負担 してい る。[『長期 答 申』は高額所 得者 の負担につ いては と くに
言及 していないが,税 率改訂 の結果 は負担軽減 を もた らす。後述参 照。コ
い ま120万円 までの ブ ラケ ジ トをみ ると,第1表 第1列 にみ られ るよ う
に,10万 円 か ら20万 円 までの10万 円にたい して10%,20万 円 か ら50万
円までの30万 円にた い して15%,以 下 同様に そ の上の30万 円にたい して
20%,さ らに40万 円にた い して25%等 々,限 界税率 は5%ず つ上昇 して,
最高75%に 達す る。圧倒 的多数 の納税者 は,こ の5段 階 の各 ブラケ ッ トの
上端に も下端 に も偏 よることな く,そ れぞれ 平均 的に分布 しているとみ られ
るので,も し各 ブラケ ッ トの2分 の1,す なわ ち5万 円,15万 円,20万 円だ
け課税所得 が 増加す るな らば,各 階層別納税人員 の半数を しめ る48.7%の
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第1表 課税所得階級別納税人員と納税額 一昭39年度一
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税制調査会 「長期答 申」,p.79.
人々が,さ らに5%ず つ高い ブラケ ットへ移行す ることになる。 この法定限
界税率の累進度0.05を適用され る 限界課税所得の増加は,最 近の消費者物
価の上昇や経済成長の状況の もとではきわめて容易に実現 され,上 述のブラ
ケ ットの移行にたいして5%程 度の限界負担能力の増加を認めることの意味
は薄れて くる。 このために,低 位段階のブラケ ット幅を広げることが適当で
あると考える。
2.最 低税率のあ り方 最低税率を定めるについては平均所得の水準 と
その分散を考慮 して,国 が所得税にたいして期待する程度によって定める必
要がある。課税最低限を高 目に定める代わ りに,、課税をは じめる以上はある
程度高めにす るか,最 低限を平均値 とす る所得水準か らより上方への分散す
る所得にたい して,累 進度をなめ らかに引上げてい くため,税 率を低 くきめ
るかの二つの考え方がある。32年度の改正では後者の考えに より15%から
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10%に引き下げ,さ らに37年度には 道府県民税の税率改正に ともなって8
%に 引き下げてきた。 このように従来は比較的低い所得層に も所得税の負担
を求めざるをえなかったけれ ども,今後 は 課税最低限 の 引 き上げをはかっ
て,限 界負担能力のより高い所得層か ら課税をおこな うのが適当であ ると認
め,最 低税率は漸次引き上げてい くことが望 まれ る。
3.最 高税率のあ り方一 高額所得層に適用される最高税率は,あ まり高
すぎると勤労意欲の阻害や脱税の危険を招きやすい。 シャウプ勧告では最高
税率を55%に 止め,高 額所得層にたい しては純資産500万円以上の保有に
たいして最低税率0.5%,最高税率3%,4段 階の累進構造をもつ富裕税の
創設が提案されていた。その後,昭 和28年には,富 裕税 は 執行上の理由に
よって廃止され,代 わ りに最高税率を65%に引き上げた。32年度には さら
に70%へ,そ して37年度には道府県民税改正に ともな う高額所得層の負担
軽減を リカバ ーするために75%に 引き上げ られた。この ように次第に引き
上げ られてきた最高税率にたい して,現 行の税率 より引き下げる代わ りに財
産税を導入 して補完的機能を もたせるべ きだとい う意見がある。これはシャ
ウプ勧告におけ る富裕税に も共通す る考えではあるが,財 産税には不表現資
産の捕捉困難 と非収益資産にたいする課税が国民感情 とも一致 しないなどの
　　　
難 点が あ り,そ の導入は慎重 を要す る。」
以上の よ うな所 得税の税率構成 につ いての見解か ら,『昭和40年 度 の税制
改正に関す る答申』(昭和39年12月)に おいて第2表(3)列に掲げた改正案
を示 したのであ ったが,政 府 は財源難な どを理 由と して採用 を見送 った。つ
いで翌年,税 制 調査会 は前年 の答 申におけ る最低税率 とブラケ ッ トを修正 し
て第2表(4)列に掲げ る税率 を提 出 し,こ れ が採用決定 された。昭和41年 以
後 の所得税について 適用 され てい るものが これで ある。42年 には,平 年 分
の税率 として,最 低税率は9%が 適用 され てい る。ただ し第2表 に掲げた も
(2)経過の説明,PP.78-80.
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第2表 税 率 表
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(3)列の税率は不採用。
る税率は,累 進課税のもっとも代表的な形態 として各国で採用 されているも
のである。累進課税の役割については,こ こでい うまでもな く負担能力に応
じた垂直的公平の実施を目的 とし,所 得再分配を狙 う経済政策の重要な手段
として期待 されている。 この ような役割を担 う累進税率ではあっても,負 担
能力に応 じた税率あるいは所得分配の修正のための税率 として,ど のような
累進度が適当であるか とい う問題になると,そ の理論的背景はほとんどない
といってよいであろ う。それだけに,税 率の決め方はその時 々の所得分布状
態や国が所得税に期待する程度に応 じて,試 行錯誤的にあ るいは経験 的に少
のは,所 得税の基本税率であって実際
に所得税納税者 もしくは源泉徴収義務
者 が 利用す るのは,「簡易税額表」で
ある。 この利用 は 所得税法第85条に
よる課税総所得金額が100万円以下の
場合に限 られ るが,100万円以上につ
いては 「速算表」が用いられている。
いずれの表 も基本税率に よって求め ら
れ る税額を,細 分 した課税総所得の区
間に応 じて一回だけ適用することに よ
って容易に求められるようになってい
る。ただ しそこに基本税率における超
過累進税率に よる税額 と,簡 易税額表
などにおける課税総所得の設定区間に
対応す る税額 とは,技 術的なもの とは
いえ若干の相違がでて くる。この点は
限界税率の上昇形態に現われる相違で
あるが,後 で述べ ることに しよう。
ところで以上の ような所得税におけ
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しずつ手直しを加えてきているのが,各 国に共通 したや り方である。 として
みると,わ れわれは所得税法に規定 された ところに したがって,所 得税の累
進度を計算 してみ るよりほかにはあるまい。 このような判断に よって,か っ
て私は昭和39年における税法にそ って 給与所得税ならびに 給与所得にたい
　の
する住民税の累進度を計算 した。40年,41年には 所得控除の引き上げがあ
ったばか りでな く,41年には税率表の改正 もお こなわれたので,新 しく計算
しなおす事情が生 じた。 したが って本稿は部分的には旧稿の連続であるとと
もに,そ の他の累進度の計算も試みた。 この結果,41年度 の 減税措置が ど
のような所得階層に負担の軽減をもたらしたかを知ることにもなった。
皿 累進度の測定方式 と所得税の諸控除
は じめに累進税の定義 と累進度の測定方式を述べておこう。前節 と同 じく
税額をT,総 所得をY,平 均税率をt,また限界税率をt'とす る。累進税は
A.C・ピグーが述べているように,租 税関数T・-f(めに各国政府が課税の実
施にあたっておいている方針あ るいは制約か ら導かれ る。すなわち 「どの よ
うな政府もある所得額の増加にたい して平均税率が上昇 し,そ の他の所得額
(4)
の増加にたいして平均税率が低下するような租税公式を受入れてはいない。」
したがって,
卿1珍 レ 責{yf'(y)-f(め}一÷{プ(Y)ノ馴 〉・・
そ の ほ か の 租 税 関 数 の 制 約 条 件 は,以 下 の ご と くで あ る 。
(1)y・=Oの と き,T=0.す な わ ちf(0)-0.
② す べ て のYに た い して,t'は 正 ま た は ゼ ロ。f'(y)≧0.
(3)TはYよ り大 とい う こ と は な し・・f(Y)gy,し た が っ て 響 ≦1・
(3)拙稿 「給 与所 得 税 の 累進 度 一 昭 和39年 一 」 本 誌,第15巻3号(1964年11
月),お よび 「所 得 税 減 税 一 累進 度 軽 減 の 経 済 効 果 一 」 日本 租 税 研 究 協 会 「第
17回大 会 記 録 」(1965年12月)所 収 。
(4)A.C.Pigou,AStudyinPublicFinance(London:Macmillan,3rded.,
1952),p.46f.
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以上の ことか ら,累進税はY>0の 範囲について,限 界税率が平均税率 より
大 きく,かつ,そ の差が正である構造をもつ租税であるといえる。 しか し累
進の程度を表わす方式は,以 上の定義を満足 しなが らもい くつか導かれる。
RA・マスグレイヴとT・シソは第3表 に掲げる累進度の測定方式によって累
くの
進,比 例お よび逆進 の条件を しめ してい る。 このなかで実効 累進度(effective
rateProgression)はそれ 以外の方式 とは別の尺度 であ る。
さて この稿 で もまた 給与所得者 にた いす る 累進度 を 求 め ることに した。
給与所 得者 は現在 の ところ 所得税納税者約2,350万人の うち86.5%を しめ
2,000万人を越す大 きさになってい る。 毎年 の減税 にかか わ らず給与所得納
税者 が上昇 を しめ してい るのは,給 与 額の上昇 な らびに雇用労働者 の増加 を
反映 してい る。彼等が支払 う所 得税 は 約7,870億円,国 税収入の22%に あ
た る(昭 和41年 度補正後予算)。 前 述 した よ うに 納税者 の97%が,中 堅所
得層 以下で あ り,扶 養人員別では扶養者 ゼ ロが54%をしめ る。
第3表 累 進 度 の 測 定 方 式
連 続 形 離 散 形 羅!比例睡
平均税率
累 進 度
緊糠
税 負 担
累 進 度
手取り所
得累進度
実 効
累 進 度
舌{璽}
表{f(y)}
亙(b.Y
dYf(y)
了羨 め ・涛{y一 ノ(y)}
T,/Y,-T。/Y。
y1-Yo
T,・-TlT1-To
Y2-ylY,-Y,。
Y,,-Yl
Tl-ToYo　　
Yi-YoTo
?
?
??
?
?《?
?
?
?
?
Eα/Eb
>0
>0
==0
=0
<0
<0
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
〉
〈
〉
Eα:ロー レンッ曲線 に よる課税 後 の所得分 布平等 係数
Eb:〃 課税 前 〃
(5)RA・Musgrave&T・Thin,"IncomeTaxProgression,1929-48,"ノournal
oプPoliticalEconomy,Vol.LVI,No.6(Dec.1948),pp.498-514.
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給与所得者は年間の俸給 ・給料 ・賃金 ・歳費 ・年金 ・恩給(一 時恩給を除
く。)および賞与などの合計額か ら,必 要経費 の 概算的控除その他の理由に
もとつ く給与所得控除をおこない,そ の残額か ら雑損控除を第一順位 とし以
下,医 療費控除 ・社会保険料控除 ・生命保険料控除 ・損害保険料控除 ・配偶
者控除 ・扶養控除 ・基礎控除の順序で規定の範囲内で控除し課税所得を求め
る。(昭和42年か ら従来税額控除であった障害者控除 ・老年者控除 ・寡婦控
第4表 所 得i控 除 の 推 移
昭 和39年 昭 和40年 昭 和41年
給
与
所
得
控
除
給 与収入額 か ら17,500円
(2万円)を 引き,そ の残
額につ いて
40万円 まで の金額
20%
70万円(80万円)
まで の金額10%
80万円 までの金額
7.5%
控 除限度額
135,000円(14万円)
給 与収 入額 か ら27,500円
(3万円)を 引 き,そ の残
額 につ いて
40万円 まで の金額
20%
50万円 まで の金額
17.5%
725,000円(70万円)
まで の 金額10%
控 除 限 度 額
147,500円(15万円)
給 与収入額 か ら37,500円
(4万円)を 引 き,そ の残
額 につ いて
50万円(60万円)
まで の金額20%
60万円 までの金額
17.5%
70万円(80万円)
まで の金額10%
80万円 までの金額
7.5%
控除 限度額
172,500円(18万円)
欝 陰 支払噸 の全額 支払い額の全額 支払い額の全額
?
?
?
?
?
?
?
18,800円(2万円)と.
これ を こえ る分 の 拓 の合
計
控 除 限 度 額
34,400円(35,000円)
2万 円 と,こ れ を こえ
る分 の絶 の合計
控 除限度額35,000円
23,600円(25,000円)
と,こ れ を こえ る分 の 施
の合 計
控 除 限 度 額
36,800円(37,500円)
醗副 108,800円(11万円)117,500円(12万 円) 127,500円(13万円)
扶
養
控
除
15歳以上5万 円
13歳以上15歳以下
46,300円(5万円)
13歳以下
38,800円(4万円)
配偶者控 除 のない場 合
1人 目7万 円
i13歳以 上
57,700円(6万円)
13歳以下
47,500円(5万円)
左 と同 じ場 合
77,500円(8万円)
13歳以 上6万 円
13歳以 下
57,500円(6万円)
左と同じ場合8万 円
蓬謝 117,500円(12万円) 127,500円(13万円) 137,500円(14万円)
()内 は平年 分。
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除 ・勤労学生控除の四つは,そ れぞれ定額7万 円 の 所得控除 となった。)か
くして求めた課税所得を 「簡易税額表」にあてはめて税額が決定 され る。以
上の諸控除の うち主要な規定の改正をた どると第4表 のようになっている。
前節で述べた ように課税最低限を決めるものは,給 与所得全般については
給与所得控除と基礎控除であるが,給 与所得者の92.5%は社会保険料控除
が適用されている。所得税法第74条 は 社会保険料に該当す る健康保険 ・失
業保険などの保険料,国 民年金 ・厚生年金,国 家および地方公務員共済組合
などの掛金,恩 給納金な どを列挙 しているが,こ れ らは雇用労働者の税外負
担 として強制的にチエ ック ・オフされ るものである。社会保険料控除はその
意味で給与所得者の課税最低限 を 高める。 この支払額 が 扶養人員別 ・所得
階層別に納税者一人当た りどれ位になってい るかを知るために,国 税庁総務
課 『昭和40年分 ・民間給与の実態』の謄写刷計数表 を 利用 した。その後,
(6)
同 ◎資料 の 昭和41年分 を 入手できたので,参 考 までに 併記 しておいた。
第5表 がそれである。給与所得者の うち一年以上勤続 し年末調整を受けた者
16,618,006人について,扶 養人員4人 までが13,744,350人あ り,この扶養
人員別 クラスまでに止めたが,お そ らく給与所得者の社会保険料支払額を代
表す るものと思 う。
その他の控除で課税最低限 を 高めるものは,配 偶者控除 と扶養控除であ
る。 この人的控除は家族構成の相異に応 じて最低限を高めるが,定 額である
か らと くに述べ る必要はない。 また旧稿では生命保険料控除申請者が全体で
40%あり(昭和37年分の資料に よる),無視できない控除項 目とみてケース
Bと して,税 額の算定にあたって考慮 した。その後生命保険料の控除適用者
は次第 に 増加 し,40年,41年には50%に 達 し,一人当た り平均控除額 も
37年の17,100円か ら41年には24,100円に増加 している。 ただこの控除は
各所得者が 自発的にお こなった生命保険契約にもとつ く保険料の支払い分で
(6)謄写刷計数表は,千 円以下切り捨ての金額を掲載。活版本表は100万円以下切
り捨ての金額を掲載している。
給 与所得税 の累進度(早見) 一199一
第5表 扶養人員別給与所得者1人 当たり社会保険料控除額(単 位:円)
扶 養 人 員 0人 1人 2人 3人 4人
所 得 階 層 i・年i4,年
4,320:5,501
8,27017,123
7,97018,648
9,940110,670
11,970;12,571
15,090:15,849
18,670120,334
23,740126,285
29,610134,403
36,390・44,582
32,190151.830
32,562:52,985
30,906149.887
・・年i41年 ・・年i41年1・・年i41年4・ 年i4,年
10万口以下
15〃
20〃
25〃
30〃
40〃
50〃
70〃
100〃
200〃
500"
1,000〃
1,000万円以上
7,030
7,320
9,260
10,590
3,290
16,570
21,230
27,130
3,440
37,450
36.770
44,980
26,202
8、542
8,789
9,848
12,051
13,903
18,004
22.424
28,809
37,431
49.031
55,482
5 ,393
45,558
7,700:11.000
7,8goi8,357
10,210110,230
12,130:12,231
14,390:14,518
17,620i18,384
121・460i22・808
27,070:29,626
43,540138,689
39,020148,656
39,130156,563
25,673150,589
28,229:47,872
23,870,8,900
8,540:8,983
11,530il1,957
2,250il3,385
14,37σ17,926
17,450119,350
18,960123,561
28. 20130,515
35,140:39,520
39,030[49,564
26,016i56,872
34,675151,896
32・696}47・772
17,560:12,000
15,990115,000
10,000114,273
11,860112,066
14、450i23,523
17,710:19,643
22,610123,718
28,780i31,309
34,070140,073
0,880;51,914
40,160i59,305
35,129:57,040
40,365i52,436
国税庁総務課 「民間給与の実態」昭和40年分および41年分より算出。
あ り,所得階層 ・世帯別に分散が大きい と思われるので今回は控除 しなか っ
た。旧稿による所見では,生 命保険料控除をおこな うと平均税率が各世帯 と
も0。3%程度低下す ることがわかった。その他の控除は前回同様申請者の ウ
エイ トが小 さいので無視 した。
皿 租税負担累進度 の形態
累進度の測定方式は第3表 に しめ した よ うに5つ あるが,そ のいずれを用
い るにせ よ適用すべき対象の とり方は二つある。一つは法定税率や所得控除
の規定のもとで,特 定数の扶養者をもつ給与所得老がある年間給与額をえた
な らば支払 うはずの税額を求め,さ らにその世帯構成を不変に止めて,給 与
の変化にともな う税額の変化を次 々と計算 してみ る方法である。この方法は
法定税率の累進度を,例 示的な世帯構成 と所得階層のもとで計算す るもので
あって,い わぽ法定税率累進度の世帯別 ・所得階層別パターソを表わす もの
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になる。その際に例示的にと りあげ る世帯構成や所得の大きさは,な るべ く
現実に近い範囲に止めるのが有利である。それは,こ の方法に よるととくに
観察された統計量か ら累進度を求めるものではないだけに,え られた累進度
のパターソのどれが,現 実には ウエイ トを もつかを考える必要があるか らで
ある。 しか しある世帯構成 とある所得をえた所得税納税者であると,そ の算
定税額は実際値 ともっとも近い ものとなる。旧稿およびその連続 として以下
に述ぺ るのは,ま ず この方法を用いた。
も う一つの方法は観察 された統計量か ら税負担の実態を把握 しようとす る
ものであって,い わゆ る 「実効税率」の計算がこれである。所得階層別実効
税率の計算は,税 法のメカニズムと経済のメカニズムが交渉 しあった結果を
表わす ものであ って,租 税政策に とっては不可欠な情報である。ただ実効税
率のもつ意味は所得分布,世 帯構成,勤 労意欲などの変化や租税の転嫁をす
べて含めた最終的な帰着を表わす ものであって,ど の経済量が租税の刺激を
うけてどれだけ変化 したかを求めるものではない。R.A.マスグレイヴは累
c7)
進度の測定方式の うち 「実効累進度」を重視す るけれ ども,そ れは租税政策
のマクロ的帰着に焦点をあてているか らであって,限 界税率の変化による経
済主体の反作用を推論す るための情報 としては,第 一の方法に よって求めた
累進度が有効であろ う。以下においては,給 与所得者の所得階層別実効税率
も計算 してみた。
は じめに累進度の測定方式の うち税負担累進度を用いて,昭 和41年 の 累
進度を しめそ う。第2図 がそれである。 ここで例示的に とりあげた世帯構成
は以下の5つ であ り,それぞれ41年における扶養人員別給与所得者 の ウエ
イ トを示 しておいた。ただ し,扶養老ゼロの所得者が必ず しも独身世帯であ
るとは限 らない。いわゆる夫婦共稼ぎを していると,2人 か らなる世帯は扶
(7)Op.o鉱,P.513,&TheTheorツofpublicFinance(NewYork:Macmillan,
1959),pp.223-5.
給 与所 得税 の累進度 ぐ早見) 一一201-一
τ
9
8
7
6
5
4
3
2
1
τ
置0
9
8
7
6
5
4
3
2
監
へ
昌
＼V
、
、
皿 、 、
篇1図
、 、
、
昭 和39年
]
1、
、1
L
、
、
＼
1
＼
、、
、
、殉
＼
違
＼
■
＼,
×
、
、
、
一
ぐ＼
＼
＼
嚇 亀 、 、
＼'
＼ ■
＼ 、
、 一
、.
区 、
、
、一『 唱、、
、 ・、
、 、
■
、
、・}慢 総一 軸 「く こ=藁_ 餅～
8 1 幽 聰 」 一 昌 馳 ■ ● 蟹
30405060708090100110120130140150160
1
皿
?
、
?
、
??
?
?
〜
ー
、
?
》
?
ー
?、
?
?
?
ー
ー
?
、
、??、
、
、
、
?
㌧
、
、
＼＼＼
第
＼ .'＼
_.〉. ＼
一
?
?
?
ー?
?
?
?
≧之
ノ メし 'こ
ミ』."
Y
170 万円
凝 誕r。
Y3040
50,6070L8090100110120130140f50且60t70置80190200 万円
養者ゼ ロの所得者2人 に分解する。
例 示 的 世 帯 構 成 圃 伸 こおける扶養人員別所儲 のウエイト
1独 身 世 帯
旺 夫 婦 世 帯
皿 夫婦と13歳以下の子供1人
W夫 婦と13歳以下の子供2人
V夫 婦と13歳以上の子供1人
と13歳以下の子供2人
扶養人員
〃
?
?
〃
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
51.3%
10.1%
14.4%
14.5%
6.3%
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ここで求めた税負担累進度は所得税負担の所得弾力性 または所得税の感応
度を表わす。 比較のため昭和39年の累進度を第1図 に再掲 した6累 進度の
世帯別 ・所得階層別形態について,旧 稿ではつ ぎのように述べた。
(1)課税最低限をこえて所得税納税者になった瞬間か ら,ど の世帯を とっ
ても累進度はゼ ロか ら無限大に変わる。図の うえでは5万 円ずつの差をもっ
た離散型の形態を表わしているので,累 進度は有限値か ら始 まっているが厳
密にい うと無限大か ら始まる。 もとよ りこの瞬間の税額は小 さく,したがっ
て平均税率 も低いが 限界税率が それ よりはるかに 大 きい。 計算 した ところ
では,ど の世帯 も限界税率は6%台 か ら始まっている。
(2)所得の増加にともなって,累 進度は波をつ くりなが ら急速に低下 して
い く。そ して各世帯の累進度は高所得になるにつれて2の 近傍に収束 してゆ
く。累進度に波がでて くるのは,平 均税率が一様に上昇 してい くのにたい し
て限界税率にジャンプと平坦部があるか らである。 これは 「簡易税額表」が
階段状の租税関数になっていることに よる。 「41年分の年末調整のための給
与所得の源泉徴収税額表」にそ くしてい うと,課 税所得100万円未満にたい
して,6つ の区間金額で仕切 られた課税所得に,基 本税率にもとつ く税額を
対応させている。 したがってある課税所得が区間の下端に落ちたときと,上
端に落ちた ときには税額は増加するがそれほ どの影響は現われず,限 界税率
にはむ しろ平坦部となって現われる。つぎの課税所得の増加が もう一つ上の
区間の下端にさしかかったとき,限 界税率はジャソプす る。 このため累進度
には波がでて くる。
(3)給与額をある所与の金額に止めた うえ,累 進度の世帯間の相異をみる
と,扶 養人員が増す ごとに弾力性は高まる。 これはとくにIOO万円以下の所
得について著 しい。年間給与所得を分母 とした平均税率は,当 然の結果 とし
て扶養人員が多 くなると低下す る。 しか し限界税率はそれほど低 くはな らな
い。 このことが子供がふえても税金は安 くならない とい う納税者の感覚を説
明す るものと思われる。
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以上三つの税負担累進度の形態は,昭 和41年分についても基本的 に 妥当
す る。 つぎに39年と41年の形態を比較 しよう。 斗1年については,40年,
41年と続いた給与所得控除 ・配偶者控除 ・扶養控除の引き上げ額だけ,世 帯
間の幅が広がっている。世帯間の弾力性が2と3の 間に集中している所得額
は39年では90万円,41年では110万円であった。 したが ってもしこの両年
で同一の所得であったとす ると,41年 の 方が どの世帯 とも所得税の感応度
は強まっていたはずである。 ところで,い ま39年の 所得水準を名目賃金指
数の上昇率でイ ソフレー トしてみ よう。 インフレーターとして労働省の産業
別常用労働者名 目賃金指数総合を利用す る。 この指数は2年 間に19.5%上
昇 しているので,41年について原点をそのままとして横軸だけ約20%拡 大
してみる。 それをしめすのが 第1図 と第2図 をつな ぐ線である。 こうして
39年のたとえぽ30万円は41年の36万円の給与に 相当す ることがわかる。
こ うして比較す ると,両 年の累進度の形態にはほ とんど大 きな相異をしめさ
ないことが読取れる。累進度に波が出て くる階層 も一致 して くる。 この二年
間に所得控除の引き上げや税率表の改正 もおこなわれ,減 税はあったが給与
所得者の税金の感応度には相異がなかった ことになる。感応度に相異がなか
ったとい うことは,平 均的に約20%の 所得増加があ り,同時に減税もお こ
なわれたが,そ の減税は平均税率 と限界税率をほぼ同じ比率で低下させるよ
うな減税であったとい うことができる。所得税負担の所得弾力性を不変に止
めるような減税は,税 率表の改正 もおこなわれた ことに よって生 じた結果で
あって,も し所得控除の引き上げだけに止 まっていたならば,平 均税率の低
下はあっても限界税率は低下せず,弾 力性は高 まることになったであろ う。
IV平 均税率累進度の計測
前節で述べた税負担累進度 は 限界税率 を 平均税率で除 した商で表わされ
る。累進度の尺度は これだけでないことはすでに述べたところである。いま
税負担累進度を求め るために計算 した平均税率を用いて,つ ぎに平均税率累
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進度 の形態 と41年 の減 税の結果 を述べ てみ よ う。
年 間の給与総 額 を 分母 として も,課 税所得が6,000万円以上に なると75
%の 比例税 にな るか ら,平 均税率 は 上方にたい して 凸 の 緩やかな 曲線を
描 く。 平均税率は 一様に増加す るが 上昇 の程度,す なわち 平均税率累進 度
(averagerateProgression)は所得が大に なるにつれ て低下 してい く。 い ま所
得にたいす る 平均税率 の関係に2次 曲線t-a+bY+cY2を 当 てはめ るな ら
ぽ,平 均税率累進度は(at/dY)・-b+2cYで表わ され る。 ところが有 限の し
か も比較的低額 の所 得にた いす る平均税率につ いてみ る限 りは,係 数Cの 大
きさは ゼ ロに近 い値 とな り,(b+2cy)をもって 累進度をみて もそれ はほ と
ん ど δだけの ウエイ トが大 きい ことにな る。そ こで,ま った く便宜的にでは
あ るが,一 つの世帯 の所得階層別平均税率 を,所 得 の高い もの と低 い もの と
に2分 して,そ れ ぞれに直線t・=a+byをあては め,最 小 自乗法 に よって係
数 αお よび わを求 め ることに した。平均税率を所 得だけで説 明 した とき,
平均 税率 累進 度は,(at/ay)=-bとな る。 一 方,aの 大 きさはy・-Oの とき
の'の 値に な り,計 算の結果 では正 または負の小数にな るが,こ の値 は租 税
関数が実 際上f(o)-oと い う制約 条件 を ともな うのであ るか ら 無意味 であ
る。所 得階層 を2分 した のは,便 宜上そ うしたのではあ るが,各 世帯 とも課
税所 得が60万 円以上にな る 給与所 得 と,そ れ 以下に なる 給与所 得 とに区分
した。 とい うのは41年 の税率表では,課 税所 得60万 円か ら第4階 層の ブラ
ケ ッ ト・レー トが適用 され,税 率改正 の効果 を比較す るために適当であ ると
認 めたか らであ る。,
以上 の 結果を まとめ ると 第6表 の よ うに な る。1～Vま では前述 と同 じ
く,独 身世帯以下,夫 婦 と子供3人 までの世帯 構成 を しめす。給与所得 の範
囲は両年 とも同一に とったが,所 得控 除 の 引 き上げに よって41年 では一階
層 ない し三階層だけ脱 落す る。 もともと計算 してお いた平均税率 と所得 との
関係 に直線を ブイ ットさせた もので あ るだけに決定 係数は高 く,平 均税率 の
大 きさは よ く説 明で きるであろ う。39年 では 各世帯 とも 低所得層では1万
給 与所得税 の累進 度(早見) 一一205一
第6表 平 均 税 率 累 進 度
?
?
?
1
皿
皿
w
V
所 得 範 囲
39
万円
20～95
100～170
35～105
110～170
40～110
115～170
45～115
120～170
50～115
120～170
41
万円
25～95
100～170
40～105
110～180
50～110
115～200
55～115
120～200
6S～115
120～200
39年
?
%
0.115
0.089
0.120
0.090
0.118
0.092
0.116
0.093
0。114
0.093
41年
??
%
0.101
0.084
0.102
0.086
O.101
0.083
0.098
0,083
0.098
0.084
b1一 わ2
∠δ
%
0.014
0.005
0.018
0.004
0.017
0.009
0.018
0.OlO
0。016
0.009
R2==0.992{》0.998
円につ き0.114ない し0.112%の平均税率 の 上昇を しめ し,高 所得層では
0.089ない し0.093%の上昇 とな ることがわか る。41年では同 じく低所得層
で0.098ない しO.102%,高所 得層 では0.083ない し0.086%の上昇 となっ
てい る。 あえて わの平均 と標準誤 差を しめすほ どの こともな く結果は 自明で
あろ う。
所得控 除の引 き上げ と税率表 の改正に よって,平 均税率累進 度は どの よ う
に変 化 したかをみ るために,39年 と41年 のbの 差を求 めた。dbと したの
がそ の差額であ る。dbに ついてみ る限 り,低 所 得層の平均税率 の低下は独
身世帯がやや小 さい とはいえ大差 はない。 しか し高所得層では,独 身世帯 と
夫婦世帯 にみ られ る平均税率の低 下の2倍 を,そ れ以外の世帯が受け てい る
ことがわか る。 この ことは配偶 者控 除 お よび 扶養控 除の引 き上げ と,法 定
限界税率 の 改正 に よって,上 積 され る税額 が 減 少 し,減 少分 の累積額が高
所 得層 の平均税率 を 低所 得層 よ りも 大 き く引 き下げてい ると 解釈で きるで
一206-
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あ ろ う。
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V給 与所得 の実効税率
以上において例示的な5つ の世帯にたいす る税負担累進度ならびに平均税
率累進度の形態 と,減 税措置が もた らした累進度の変化を述べてきた。前述
した ように税法上の減税が動態的な所得者に与える効果は必ず しも一致 しな
い。 とくに消費者物価の上昇や勤労所得の成長が著 しい最近のわが国におい
ては,減 税はあっても税額が増 してい くとい う事態はほ とん どの給与所得者
に生 じていることであろ う。 これか らその最終的帰着をみるために給与所得
納税者の所得階層別実効税率をしめして,こ の小論の結びとしよう。所得階
層別実効税率の計算は,き わめて単純な方法で求め られ る。所得階層別給与
額な らびに税額のデータさえあれば よい。多 くの場合この種の資料を用いて
税制の所得再分配効果の測定にまで進んでいるが,そ れは最近の実証分析の
　の
成果 にゆず り,こ こでは 以上述 べて きた累進度 の形態が実際の給与所 得に与
えた帰結を しめそ うと思 う。ただ し実効税率 の大 きさがす べ て法定税率累進
度の与えた ものでは ない ことはい うまで もなか ろ う。所 得分布に影響 を与 え
るあ らゆ る要素 と交渉 しあって求め られ るのが実効税率 だか らであ る。
ここで も国税 庁 『民間給与の実態』 を用 い る。 そ して 昭和39,40,41年
の三年について,一 年 以上勤続者 の うち納税者 とな った人 々を対象 とす る。
したが って所 得控 除が大 きか ったために納税 しなか った者 それは低所 得
層にな るほ ど,か つ,扶 養人員が多 くな るほ ど増 加す る お よび一年未満
(8)前掲拙稿 「所得税減税」において,税制調査会の昭和40年度答申 の改訂税率
について,この結果を論 じたことがある。日本租研,前 掲書,pp・40-1・
(9)貝塚啓明 ・新飯田宏 「税制の所得再分配効果」館 ・渡部編 『経済成長と財政金
融」(1965年)所収。
村上雅子 「財政による所得再分配.昭和28～39年」 藤野 ・宇田川編 『経済成
長 と財政金融政策」(1967年)所収。
ほかに,地 主重美 「社会保障と所得再分配」 「社会保 障研 究』第2巻 第4号
(1966年)がある。
給 与所 得税 の累進度(早見) 一一207一
の勤続者を除いた。 このため各年 とも一年以上勤続者 の 約76%を しめる人
々が対象 となった。第7表 がそれである。
この三年について,減 税の結果20万円以下 の 所得者は非納税者 とな り納
税者にたいす る階層別税率 も低下をみせている。 とくに低下 の 顕著なのは
100万円以上の階層であった。 ただ この結果は絶対所得水準についていい う
ることであって,所 得分布の変化を考慮す ると絶対所得にたいす る実効税率
ほ ど低下 しなか ったか もしれない。そこでこの三 力年を通 じて所得分布上同
一の地位にあった人々にたいして,所得税の帰着は どうなっていたかをみ る
(10)
ことに しよう。 このため第7表 に階層別納税人員構成比Pと その累積比 ΣP
第7表 給与所得納税者の構成比と実効税率 (%)
所得階層
万円以下
15
20
25
30
40
50
70
100
200
500
1,000
1,000
万円以上
39年
ρ Σρ
?
?
0.Ol
5.88
11.85
10.71
17.36
14,60
20.16
11.78
6.36
1.22
0.07
0.00
0.01
5.89
17.74
28.45
45.81
60.41
80.57
92.35
98,71
99.93
100.00
100,00
0.85
0.49
1.35
2.10
2.65
2.58
2.97
4.82
10.06
22.90
33,40
43.04
40年
ρ Σρ レ
0.00
0.44
10.83
10.60
17,61
14,28
22.35
14.58
7.87
1.37
0.07
0.00
0.00
0.44
11.27
2L87
39.48
53,76
76.11
90.69
98.56
99.93
100.00
100.00
0.24
0.41
0,82
1.64
2,35
2.59
2.67
4.11
9.21
20.00
32.98
43.80
41年
ρ Σρli
5.46
10.68
17.93
14.13
22.64
17.44
9.97
1.66
0.09
0.00
5.46
16.14
34.07
48,20
70.84
88.28
98.25
99.91
100.00
100.00
0.42
1.14
2.08
2.62
2.35
3.15
7.62
17.55
31.42
42.22
国税庁総 務課 「民間給 与 の実態 』昭和39・40・41年の各年 分 よ り算 出。
⑩ これ はColinClarkとG.H.Petersが,所 得 階 層 別 租 税 負 担 率 の 国 際 比 較
を お こ な っ た と き に 用 い た 方 法 で あ る。Cf・"IncomeRedistributionthrough
TaxationandSocialServices:SomeInternationalComparisons,"Income
andWealth:SeriesXed.byC.Clark&G.Stuvel(London:Bowes&Bowes,
1964),pp・106-118・な お ,こ の 方 法 に よ る 日 米 の 比 較 に つ い て は,拙 稿 「所 得
階 層 別 租 税 負 担 の 計 測 方 法 とそ の 形 態 」 「バ ン キ ン グ 」219号(1966年6月),
PP.33-49.
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を しめ しておいた。 この 刃Pと 実効 平均税率'と を グラフに したのが第3図
であ る。 この図か ら読み とれ るこ とは,各 年 とも低位30%の 納税者 と上位
20%の納税者 とは,実 効平均税率で表わ した 累進 的負担 を うけ,中 位50%
の人 々は2.5%な い し3%程 度 の 比例的負担を うけてい るとい えそ うであ
る。約半数 の人 々が比例的な負担 とな ってい るとい って も,こ の所 得階層 は
階層区分が広 く細か な累進度が判定で きないためにそ ういえ るのであ って,
おそ ら く緩やか な累進構造を しめ してい るのが実際に近いであ ろ う。 この こ
とは前節 の結果に よっても補強 され るに違 いない。 もっ とは っき りいえ るこ
とは,上 位20%の 人 々が連続 三 力年実効税率 の低下を うけてい ることであ
る。所 得税の減税 を もっとも多 く受け とったのは,実 の ところ年所 得100万
円以上 の人 々で あ った といえ よ う。 も しこれが正 しければ,所 得税減税 の一
つの 目標 としての中堅所 得層 までの ブラケ ットの拡大は,高 所 得層に顕著 な
効果 を もた らした といって よいであ ろ う。
(42.12.17)

